
9平成29年・春号 チェックポイント

　税理士業務において税務処理のミスというのは怖いものだが、それとは違った予想外のことで
訴訟の当事者となってしまうケースが続出している。自分の身を守るためにも、どのようなトラブル
が起きているのか確認しておくことは重要だ。そこで、和田倉門法律事務所の内田久美子弁護士が、
最近の訴訟の中でも押さえておきたい注目事例を２回にわたって紹介する。　

（前編）

内田  久美子 弁護士

税理士が当事者となった最近の訴訟事例

事例１

（東京地裁 平成28年５月18日判決／被告税理士勝訴）

顧問先（診療所）の従業員の横領につき、顧問税理士に、会計上
の不正行為の調査・報告義務はないとされた事例

（１）事案の概要
　本件は、診療所を経営する医師である原告
Ｘが、税理士である被告Ｙと税務顧問契約を
締結していたところ、Ｘが雇用していたＡの
横領につき、Ｙ税理士が、会計上の不正行為
の有無を調査しなかったこと又は会計上の不

正行為が疑われる事実を報告しなかったこと

が、顧問契約上の債務不履行になるとして、
約7000万円の損害賠償請求を求めた事案で
す。裁判所は、本件顧問契約の内容等から、
Ｙ税理士には調査義務も報告義務もないとし
て、Ｘの主張を排斥しました。

（２）裁判所の判断
①本件顧問契約の内容と不正行為の調査義務
　（否定）
　ＸとＹ税理士との間に、顧問契約書はあり
ませんでした。Ｘは、Ｙ税理士に対し、税理
士としてできる全てのことを委任し、それに
は経営指導も含まれていたと主張していまし

た。これに対して、裁判所は、Ｙ税理士の主
張を認め、「本件顧問契約における委任事務
は、税理士としての本来業務である税務代
理、税務書類の作成、税務相談及び付随業務
としての財務諸表の作成、会計帳簿の記帳代
行に限られるというべきである」と認定し、
そうであれば、「会計上、不正行為が行われ
ているかを調査する義務があったと認めるこ

とはできない」と判断しました。

②不正行為が疑われる状況の報告義務（否定）
　上記①のとおり、本件顧問契約における委
任事務は、税理士の本来業務及び付随業務で
す。そこで裁判所は、「本件診療所の適正な
運営、委任者であるＸ医師の財産の管理や保
全が委任の本旨になるものではない」から、
「善管注意義務の内容として、Ｙ税理士が、
一般的に、Ｘの財産又は本件診療所の運営に
対する不正が疑われる状況にあるのかどうか

を判断し、Ｘに報告すべきであったというこ

とはできない」と判断しました。
　加えて、「Ｙ税理士が委任事務を処理する
際、会計上、不正行為が行われていることを
知り、又は不正行為が行われていると疑われ
る状況を知ったにもかかわらず、Ｘに報告し
なかったとしても、安易にこれをＸに報告す
ることは、かえって当該不正行為を行ったと
疑われた者に対する名誉毀損等の問題すら生

じかねないのであって、法的な責任を負うべ
き義務違反はないというべきである」とも述
べています。
　これに対して、Ｘは、院長出金名目の支出
の増加、預金残高の減少、資金繰りの悪化等
の状況を指摘し、これらからＡの横領が疑わ
れたはずであると主張しました。ですが裁判
所は、「院長出金の増加や資金繰りの悪化の
原因としては、従業員の横領以外の原因であ
ることも十分あり得るのであるから、Ｘが主
張するような事情があったとしても、Ａの横
領によることが一見して明らかであったとも

いうことはできない」としています。よっ
て、Ｙ税理士には、会計上、不正行為が行わ
れていると疑われる状況を報告する義務が

あったということはできないと判断しまし

た。

事例2

（東京地裁 平成２８年３月２５日判決／被告税理士勝訴）

破産した会社の確定申告手続を行っていた税理士に、粉飾決算
や内容虚偽の確定申告書類等交付の責任はないとした事例

（１）　事案の概要
　本件は、原告Ｘが継続して紙類を納入して
いた訴外株式会社（以下「訴外会社」といい
ます。）について、破産手続が開始されたこ
とから、Ｘの売掛金債権が回収困難になった
として、訴外会社の行っていた粉飾決算及び
訴外会社の代表者がＸに虚偽内容の確定申告
書類等を交付したことについて、訴外会社の
役員の責任を求めたほか、訴外会社の確定申
告手続を行っていた税理士である被告Ｙにつ
いては、不法行為（民法７０９条）に基づ
き、それぞれ損害賠償を請求した事案です。
裁判所は、Ｙ税理士が粉飾に関与していた事
実は認められず、また、不正を見抜けなかっ
たことに過失はないとして、Ｘの請求を棄却
しました。

（２）裁判所の判断
①Ｙ税理士の粉飾（１）への関与（否定）
　まず、粉飾の手法（１）ですが、ある期に
は、未収入金を大きく減らし、同額を現金・
預金に加算する方法がとられていました。翌
期には、役員借入金を４０００万減らし、資
本を同額増やしたこと以外は、現金・預金の
金額を短期貸付金に、受取手形の金額を未収
入金に、短期貸付金の金額を受取手形に、未
収入金の金額を現金・預金に入れ替えていま
した。
　そして、Ｘに交付された法人確定申告書類
は、ある期においては、上記で指摘した部分

について、字体が他の数字と微妙に異なって
いる上、「、」の形が明らかに他の科目と異
なっており、別のワープロ等で打ち出した数
字を貼り付けるなどして作成したものである

と認められるものでした。また、翌期では、
「現金及び預金」「受取手形」「短期貸付」
「未収入金」については、金額欄の数字の位
置が少しずつずれており、前記のような入れ
替え操作を行った際に、他の部分の数字を切
り取って、別の部分に張り付けたものと推認
されるものでした。
　このように、訴外会社の代表者からＸに交
付された書類に施された粉飾は、実際の操作
自体は、単純なものであり、貸借対照表の改
ざん作業自体が手作業で行われた可能性が高

いものでした。そうすると、これが実際に申
告書類を作成し、そのデータを持っていたＹ
税理士の関与の下で行われていたとは考え難

いと判断されました。
　　

②Ｙ税理士の粉飾（２）への関与（否定）
　次に、粉飾（２）ですが、訴外会社の代表
者が、Ｙ税理士に対し、仕入割戻額を偽って
伝えるという方法で行われていました。裁判
所は、Ｙ税理士に、粉飾（２）を見抜けな
かったことについて過失があるかについて検

討し、これを否定しています。
　訴外会社の未収入金は平成１９年から急速
に増加していたところ、Ｙ税理士は、本当に
このような未収入金が存在するのかについて

疑問を持ち、未収入金が回収できない理由に
ついて代表者に確認しました。すると代表者
は、リーマンショックとそれに続く不景気に
より製紙メーカーの経営も悪化し、仕入割戻
しを実行してもらえないといった説明をして

いました。裁判所は、「このような説明自体
は不合理というほどのものではなく、このよ
うな説明を信用したことに過失があるという

ことはできない」と判断しています。
　また、訴外会社の代表者は、未収入金が存
在することについて、Ｘ名義の書類を偽造し
てまでＹ税理士に交付していましたが、「一
見して偽造されたものであることが明らかで

あるといった特段の事情があればともかく、
訴外会社の代表取締役が、よもや偽造書面を
交付していることまでをＹ税理士が疑うべき
であったとまではいうことはできず、また代
表者が手を加えた書面は、一見すればＸ発行
にかかる書類のようにも見えるのであり、そ
の内容を信じてＹ税理士が、未収入金の存在
を信じたとしても過失があるとはいえない」
「未収入金については、仕入値引割戻しとい
う性質上、常に書面や伝票に反映されていな
いとしても不自然ではない」「Ｙ税理士とし
ては代表者に確認するしかその存在を確認す

る方法がなかったものであり、税理士という
立場からいきなりＸに問い合わせることは難
しかったというのも得心できないわけではな

い」などとして、「訴外会社の未収入金の急
増から未収入金の実存について不審の念を抱

く契機があったとしても、代表者による虚偽
の説明や偽造された書面の交付があったこと

により、Ｙ税理士がそれ以上の疑問を抱かな
かったことはやむを得ないというべきであ

る」として、Ｙ税理士の過失を否定しまし
た。                                      （次号に続く）


